
中長期的課題の工程表について

資料２－１

1. 我が国における海洋保護区（MPA）の設定の推進

2. 排他的経済水域等における一体的な調査の推進

3. 海洋に関する情報の一元的管理・提供

4. 海洋に関する研究プロジェクト等の新しい構想の推進

5. 沿岸域の特性に応じた管理のあり方



1.我が国における
海洋保護区(MPA)
の設定の推進

平成23～24年度
（2011～2012年度）

平成22年度
（2010年度）

平成21年度
（2009年度）

平成20年度
（2008年度）

項目

H22.10
生物多様性条約
第10回締約国会
合(於：名古屋)

関係府省が所管する海域の
保護に関する諸制度と
（１）の調査結果等を踏ま
え、設定の目的、海域利用
実態を踏まえた設定のあり
方等について、論点を整理

MPAの設定の推進
（必要に応じて予算
要求、制度の整備・
運用等を実施）

（１）MPAに関する調査

の実施

（２）我が国における
MPAのあり方の明

確化

（３）MPAの設定の推進

関
係
府
省
に
よ
る
検
討
チ
ー
ム
の
設
置

（必要に応じ、結果を反映）

成果

（反映）

（反映）

• MPAに関する国際動向

• 海域における生物多様
性の確保に関する現状

（情報提供）

我
が
国
に
お
け
る
Ｍ
Ｐ
Ａ

の
あ
り
方
の
明
確
化

海洋生物多様性情報整備及び保全戦略策定事業

• 海洋自然環境情報
図の作成

• 生物多様性保全上重要な海域の選出等
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2.排他的経済水域
等における一体的
な調査の推進

平成23～24年度
（2011～2012年度）

平成22年度
（2010年度）

平成21年度
（2009年度）

平成20年度
（2008年度）

項目

（H20.6）境界海域チーム

「当面の課題の今後の進め方」

・翌年度の調査計画等海洋調査に関する情報の共有
・関係府省・関係機関間における海洋調査計画の調整等
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関係府省・関係機関
による「海洋調査関
係府省等連絡会議」
を設置（H20.8）

○海底地形に関し、重点的・計画的に
調査を実施

○低潮線に関し、推進方策を検討
○関係府省間における情報共有等を

目的とした連絡会議の設置等により
効率的な調査の実施



3.海洋に関する情
報の一元的管理・
提供

平成23～24年度
（2011～2012年度）

平成22年度
（2010年度）

平成21年度
（2009年度）

平成20年度
（2008年度）

項目
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H21年度末

クリアリングハ
ウス運用開始
(目標)

関係府省・関係
機関による
タスクフォース
を設置(H20.12)

大学、地方公共団体等との協
力関係構築等の検討

（H20.6）境界海域チーム

「当面の課題の今後の進め方」

○内閣官房を中心とした政府全体
としての推進・協力体制の構築

○国土交通省海上保安庁によるク
リアリングハウスの立ち上げと内
閣官房を中心とした関係府省間
の円滑な運用調整

クリアリング
ハウスの基本
設計仕様、運
用調整等

利用者の利便性等を評
価しつつ、必要に応じ
機能拡張等の実施



4.海洋に関する新
しい研究プロジェ
クト等の構想の推
進

平成23～24年度
（2011～2012年度）

平成22年度
（2010年度）

平成21年度
（2009年度）

平成20年度
（2008年度）

項目
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海洋基本法の制定を
契機に、経済団体や
学界等から様々な構
想が提案

評価の専門家、
海洋の専門家
等による
評価・分析

各界からの
更なる提案

評価の専門家、
海洋の専門家
等による
評価・分析

関係府省連携の下、可能なものから逐次計画的に推進

必要に応じ、評価・分析を継続



5.沿岸域の特性に
応じた管理のあり
方

平成23～24年度
（2011～2012年度）

平成22年度
（2010年度）

平成21年度
（2009年度）

平成20年度
（2008年度）

項目

個別沿岸域における問題・課題・
対応状況等のアンケートの送付・
回収、ヒアリング等

・課題の認識の有無、対応の有無に
ついて、背景も含め分析

・課題解決に向けた隘路の把握・対
応の検討

沿岸域管理の必要性・目的・目標・課題・隘路等について意見聴取・意見交換
・ 個別の課題として整理しうるもの
・ 個別課題への対応を超えた対応の必要性とその内容 等

各地域・地方公共団体による自主的・自律的な沿岸域管理の展開

・法制度を含む隘路解消方策の
検討

・沿岸域管理のための支援ツー
ルの検討・策定

・沿岸域の特性に応じた管理方
策の実現

国、都道府県
等間のネット
ワーク構築

全国的な状況、先進事例などの
情報収集・提供・共有

新たな知見・情報・ノウハウの収集・提供・共有、取組みへの働きかけ

地方公共団体の沿岸域に関わる条例・
計画等の状況把握、集約

各地域における先進的な取組み 各地域による沿岸域の
点検・理解を通じて

各地域の自主的・自律的な
取組みの展開へ

（１）沿岸域管理に関して
豊富な知識・経験を有
する有識者・学会等か
ら意見聴取・意見交換

（２）地方公共団体等に
よる自主的取組み
への支援
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（３）各地域による沿岸
域管理の展開


